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で定めるとして、両者（憲法 13・29 条）の権利の行使を制限している。 











 土地の所有権は法令の制限内（民法 209 条）（憲法 29 条 2 項－公共の福祉に適合する範囲を
限度として）において、その土地の上下に及び、自由にその所有物の使用・収益・処分をなす
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性質を有するものとして、憲法 11 条および 97 条にいう「この憲法が国民に保障する基本的人
権」を指すとされる(2)。環境権も社会権的な性格を有するものであり、憲法上の基本的人権と





（2003 年）の下旬から平成 16 年（2004 年）の 1 月末にかけて、 
憲法改正の是非についてアンケートを実施した。『対象は衆参院を合わせて 724 人のすべての
国会議員で、回答率 57％、その内、衆院 60％、参院 52％であった。 
「憲法を改正すべきか」については、 
改憲派の議員は、全体の 72％、内訳は、衆院 78％、参院 60％、政党別では、自民 96％、民
主 68％、公明 81％であった。 
 護憲派（改正反対）の議員は、全体の 20％、その内、衆院 14％、参院 33％で、残りの 8％
は賛否を明確にしなかった。 
改憲派の議員の内、優先的に改正すべきテーマのなかで、環境権を挙げたのは、全体の 41％、
政党別では、自民では、衆参合わせて 32％、公明は 87％、民主は 44％が新設に挙げている。』 
                   
註 
(1) 南 博方＝大久保 規子著、環境法・2002 年 42～43 頁、有斐閣． 
(2) 宮沢 俊義著、日本国憲法コンメンタール・1966・199 頁、日本評論社． 
(3) 南 博方＝大久保 規子著、前掲書・43 頁． 





























                     
                    註 
(1) 中日新聞・2004 年（平成 16 年）2 月 15 日（日曜日）・日刊・第 22079 号、１･10･11 面、
中日新聞社． 
(2)  同上新聞． 
